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福祉部 平成２２年度当初予算案の概要 

 

担 当：福祉総務課 予算グループ 

担当者：西村・佐田 

内 線：２４４６ 

直 通：６９４４－６６５８ 
 
 

平成２２年度 

当初予算額 
4,099億9,272万3千円

平成２２年度 

当初予算額 
12億 2,850万円  

平成２１年度 

当初予算額 
3,397億6,705万5千円

平成２１年度 

当初予算額 
10億 7,960万円  

平成２１年度 

最終予算額 
4,562億3,826万9千円

平成２１年度 

最終予算額 
10億 7,960万円  

 

一 

般 

会 

計 

前年比 

２２当初／2１当初 
120.7％ 

 

特

別

会

計

前年比 

２２当初／2１当初
113.8％ 

 
 
 
 

 
 
 
平成２２年度主要施策一覧 
 

１．子どもと家庭支援の推進について（Ｐ．２） 

 (１) 社会全体で子育てを支援します 

 (２) 児童虐待の発生防止、早期発見・対応、保護に全力をあげます 

  (３) 援護を要する子どもと家庭を支援します  

 

２．障がい者福祉の推進について（Ｐ．６） 

 (１) 障がい者自立支援制度などを計画的に推進します 

 (２) 障がい者の社会参加や就労を支援します 

 (３) 入所施設・病院から地域生活への移行、地域生活の充実を支援します 

(４) 居住や日中活動の場など生活基盤の整備・充実を推進します 

 

３．高齢者福祉の推進について（Ｐ．１１） 

 (１) 介護保険制度などを計画的に推進します 

 (２) 高齢者福祉施設の計画的な整備等を実施します 

 

４．福祉基盤整備の推進について（Ｐ．１３） 

(１) 福祉人材の確保・定着を推進します 

(２) 生活困窮者の自立を支援します 

    (３) 医療保険制度の安定的な運営を支援します 
(４) その他 

 次世代育成の支援に努めるとともに、援護を要する方々への取組みを充実することで、

府民福祉の一層の向上を図ります。 
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〔 一 般 会 計 〕 
上段 平成 22当初 

中段 平成 21当初 

下段 平成 21最終         ※【重点】＝知事重点事業 

事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

１．子どもと家庭支援の

推進について 

(1)社会全体で子育てを

支援します 

①地域福祉・子育て支援

交付金 

 

 

②【新】地域福祉・子育

て支援交付金「子育て

支援分野特別枠」 

 

 

 

 

 

③広域連携・官民協働に

よる子育て応援事業 

 

 

④子ども手当（児童手当

給付費） 

 

 

 

 

 

 

⑤安心こども基金事業 

 

 

 

 

 

 

 

⑥【新】生活リズム向上

キッズ大作戦！事業 

【再掲：安心こども基

金活用事業】 

 

 

 

 

 

20億 7,300万円
20億 7,300万円
20億 7,300万円

 

3億 22万 1千円
0円
0円
 

 

 

 

 

1,673万 4千円
1,806万 6千円
1,806万 6千円

207億 4,464万 2千円
178億 3,128万 6千円
178億 3,128万 6千円

95億 3,958万円
41億 7,875万 5千円
56億 1,822万 3千円

971万 6千円
0円
0円

 

 

 

 

 

 

地域福祉又は子育て支援分野において、市町

村が地域の実情に沿って事業を実施できるよ

う、交付金を交付。 

 

「こども・未来プラン後期計画」や「市町村

次世代育成支援行動計画（後期計画）」の目標達

成に向け、市町村の新たな事業展開をさらに支

援するため、地域福祉・子育て支援交付金に別

途、「子育て支援分野特別枠」を創設し、市町村

に交付。 

【２３ページ主要事業１参照】

 

企業と自治体が連携・協働した官民キャンペ

ーンを行うことにより、子育て世帯を社会全体

で応援するといった気運を醸成。 

 

  次世代の社会を担う子ども一人ひとりの育ち

を社会全体で応援する観点から、新たに子ども

手当を創設(22年４月施行予定)。その一部とし

て児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組

みとし、児童手当分については児童手当法に基

づき支給費用の一部を負担し市町村に交付。 

【２４ページ主要事業２参照】

 

「新待機児童ゼロ作戦」による保育所整備、

地域の子育て力をはぐくむ取組への支援、また

ひとり親家庭・社会的養護等への支援等を実施

し、子どもを安心して育てることができるよう

な体制整備を行うため、安心こども基金を活用

するとともに市町村等に対し助成。 

【２５ページ主要事業３参照】

 

家庭や保育所における、幼児期からの生活リ

ズム（習慣）の向上や確立を図るための取組を

支援。 

【２６ページ主要事業４参照】
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

⑦保育所運営費補助金 

 

 

 

⑧病児・病後児保育事業 

 

 

 

 

 

 

⑨【新】延長保育事業 

 

 

 

 

⑩放課後児童健全育成事

業（学童保育） 

 

 

 

 

 

⑪子育て支援のための拠

点施設整備事業 

 

 

(2)児童虐待の発生防止、

早期発見・対応、保護

に全力をあげます 

①子ども家庭センター運

営事業 

 

 

②市町村における児童家

庭相談等への支援事業 

 

 

 

 

 

2億 2,582万 9千円
4億 1,285万 1千円
3億 5,233万 7千円

3億 9,653万 6千円
3億 5,833万 9千円
3億  731万 2千円

14億 1,600万円
0円
0円

18億 8,681万 3千円
14億 8,926万 1千円
14億  670万 2千円

2億  206万 3千円
2億 4,811万 9千円
1億 8,516万 1千円

 

1億 4,888万 4千円
1億 4,721万 5千円
1億 4,721万 5千円

 

180万 5千円
190万円
190万円

 

多様化する保育内容の充実を図るため、休日

保育事業等を実施する市町村に対し助成。 

 

 

病気の回復期に至っておらず（又は病気回復

期であり）集団保育が困難な児童や、保育中に

微熱を出すなど体調不良となった児童を、保育

所、病院等に附設された専用スペースで一時的

に預かる体制を確保するために必要な経費を市

町村に対し助成。 

 

就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に

対応するため、保育所の開所時間を超えた保育

を行う事業体制を確保するために必要な経費を

市町村に対し助成。 

 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学

校等に就学している概ね 10 歳未満の児童に対

し、適切な遊びや生活の場を提供する放課後児

童健全育成事業（学童保育）を実施する市町村

に対し助成するとともに、障がい児の積極的な

受け入れを支援。 

 

学校余裕教室の改修や専用室の設置等、学童

保育施設整備等に必要な経費を助成。 

  

 

 

 

 

児童・家庭に関する相談、児童の施設等への

措置及び一時保護等を実施。 

 

 

援助手法の修得、適切な組織的対応方法など、

より実践的な知識及び技能の研修等を実施。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

(3)援護を要する子ども

と家庭を支援します 

①【重点】【新】援護を要

する子どもたちへのセ

ーフティネット（就学

児童）事業 

 

②【重点】【新】障がい児

の居場所づくり事業 

 

 

 

 

 

③【重点】【新】発達障が

い児地域療育システム

整備事業 

【再掲：安心こども基

金活用事業】 

 

④【重点】【新】医療的ケ

アが必要な障がい児等

地域生活支援システム

整備事業 

【再掲：安心こども基

金活用事業】 

 

⑤里親委託推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥児童福祉施設等機能強

化推進事業（児童福祉

施設等処遇向上対策事

業） 

 

 

 

 

 

 

2,720万 2千円
0円
0円

7,000万円
0円
0円

1,540万 2千円
0円
0円

1,400万円
0円
0円
 

 

 

 

1,340万円
1,501万 9千円
1,511万 8千円

1億 8,627万円
1億 8,672万円
1億 8,672万円

 

 

 

児童養護施設等に入所した小学生の学習習慣

を定着させるため、学習指導員を配置。 

【２７ページ主要事業５参照】

 

 

  支援学校児童の放課後や長期休暇等の居場所

を確保するため、地域の放課後児童クラブで支

援学校の児童を受け入れるための必要な取り組

みや児童館等を活用した障がいのない児童との

交流事業の実施などの取り組みを支援。 

【２８ページ主要事業６参照】

 

発達障がいの早期発見、早期療育を図るため、

身近な市町村において専門的な療育の場を確保

し、発達支援並びに保護者支援を推進。 

【２９ページ主要事業７参照】

 

 

医療的ケアが必要な障がい児の地域生活の維

持・継続並びに介護家族のレスパイトのため、

医療と福祉の連携のもと、訪問看護やホームヘ

ルプサービス、ショートステイ等を一体的に提

供する体制を整備。 

【３０ページ主要事業８参照】

 

里親制度の普及と養育里親への委託促進を図

るため、シンポジウムの開催など効果的な広報

啓発を実施。 

また、増加する被虐待児等の要保護児童に対

し家庭的な環境のもとで養育を行えるよう、新

規里親の掘り起こし、施設入所児童を対象とし

た週末里親の実施、受託里親の支援等の業務を

総合的に実施する里親支援機関を設置するな

ど、より積極的な里親委託を推進。 

 

入所児童等のケアを充実させるための、入所

児童等の状況に応じた職員の加配や、入所児童

の自立に向けた学力向上を図るための学習補

完、教材の充実等に必要な経費を助成。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

⑦児童福祉施設等退所児

童の地域生活支援事業 

【再掲：一部安心こど

も基金活用事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ひとり親家庭等在宅就

業支援事業 

 【再掲：安心こども基

金活用事業】 

 

⑨母子家庭等就業・自立

支援センター事業 

 

 

 

⑩母子家庭等日常生活支

援事業 

 

 

⑪ひとり親家庭生活支援

事業 

 

 

 

 

⑫母子家庭自立支援給付

金事業 

 

 

 

 

 

⑬児童扶養手当（父子家

庭への対象拡大） 

 

 

1,439万 8千円
830万 8千円
830万 8千円

5,003万 4千円
0円

980万円
 

 

1,778万 8千円
2,114万 5千円
2,114万 5千円

920万 4千円
835万 9千円
835万 9千円

 

505万 1千円
491万円
491万円

1,750万円
961万円
961万円

5億 8,005万 4千円
5億 5,174万 3千円
5億  926万 2千円

   

 

ア 児童福祉施設等退所児童への自立支援事業 

児童福祉施設等を退所する児童に対して、社会

的に自立した地域生活を継続的に営むことがで

きるようきめ細かな支援を実施。 

イ 児童福祉施設等退所児童への就業支援事業

【安心こども基金事業再掲】 

  厳しい雇用条件の中、安定した就労が困難な

児童養護施設等を退所する児童に対して、適切

な就業環境を与えることができるようきめ細か

な支援を実施。 

ウ 身元保証人確保対策事業 

  児童福祉施設等を退所する児童の自立を支援

するため、施設長等が身元保証人となる場合の

負担を軽減。 

 

  ひとり親家庭等の無理な仕事の掛け持ちの解

消や子育てとの両立、収入や生活の安定・向上

等を図るため、コールセンタースタッフの養成、

業務開拓等による就業（在宅就業）支援を実施。

 

母子家庭の母等に対して、就業相談から就業

支援講習会の実施、就職情報の提供など一貫し

た就業支援サービスや、養育費の相談など生活

支援サービスを提供。 

 

母子家庭の母等が、自立するための就学や疾

病などにより一時的に介護、保育のサービスが

必要となった場合に、家庭生活支援員を派遣。 

 

ひとり親家庭の生活基盤の安定を図るため、

生活支援講習、健康支援、土日・夜間電話相談、

児童訪問援助（ホームフレンド）、情報交換の場

の提供など各種事業を地域の実情に応じて選択

実施。 

  

  母子家庭の母の就業を促進するため、府が指

定する職業能力開発のための講座を受講する場

合に受講料を助成するとともに、就職に有利な

資格取得を行うため看護師等の養成機関で２年

以上受講する場合に、生活費の負担軽減のため

の給付等を実施。 

 

ひとり親家庭に対する自立を支援するため、

児童を監護する母等に児童扶養手当を支給。母

子家庭に加え父子家庭も支給対象に拡大（22年

８月施行予定）。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

⑭女性相談センター（女

性保護）費 

 

 

２．障がい者福祉の推進

について 

(1)障がい者自立支援制

度などを計画的に推進

します 

①【新】障がい者計画等

策定費 

 

 

 

 

 

②自立支援制度総合推進

事業 

 

 

 

 

③市町村地域生活支援 

事業 

 

 

 

④障がい者自立支援対策

臨時特例基金事業 

 

 

 

 

 

(2)障がい者の社会参加

や就労を支援します 

①地域生活支援事業（旧

障がい者社会参加促進

事業） 

 

 

 

 

 

1億 4,217万 3千円
1億 5,336万 1千円
1億 5,336万 1千円

610万 1千円
0円
0円

1,118万 3千円
1,387万 3千円
1,387万 3千円

23億  895万 3千円
22億 5,172万 9千円
23億 3,962万 8千円

72億 5,614万 7千円
27億  684万 8千円
43億 6,961万 3千円

1億 9,137万 9千円
1億 9,125万 1千円
1億 9,062万 3千円

 

女性相談センターにおいて、ＤＶ相談をはじ

め、女性に対する様々な相談、支援、一時保護

等を実施。 

 

 

 

 

 

 

次期障がい者計画の策定に向け、検討委員会

を設置し、併せて、障がい者や家族等のニーズ、

生活実態などを調査することで、概ね10年後

を見据えた今後の障がい者施策の方向性を検

討。 

【３１ページ主要事業９参照】

 

障害者自立支援法による障がい者福祉サービ

スの適正な運用を図るため、市町村による介護

給付費等の支給決定に係る不服申し立ての審理

を行うとともに、市町村による適正な制度運営

を支援。 

 

障がい者が自立した日常生活または社会生活

を営むことができるよう、地域の特性や利用者

の状況に応じた柔軟な事業形態により、効率

的・効果的な事業を実施する市町村に対し助成。

 

障害者自立支援法の円滑な実施を図るため、

実施期間を延長し、法施行に伴う事業者に対す

る運営の安定化等を図る措置、新法への移行等

のための円滑な実施を図る措置及び福祉・介護

人材の緊急的な確保とともに処遇改善を図る措

置について、基金を活用して支援策を実施。 

 

 

 

在宅障がい者の社会参加を促進するために、

各種奉仕員の養成・派遣、生活訓練等の事業を

実施。 

ア 手話通訳者養成研修事業 

イ 音声機能障がい者発声訓練指導者養成事業 

ウ 身体障がい者補助犬貸与事業 

エ 生活訓練等事業 

オ 情報支援等事業 

カ 社会参加促進事業 

キ 大阪府障がい者スポーツ大会開催事業 

など 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

②【新】アートを活かし

た障がい者の就労支援

事業 

 

 

 

 

 

 

③大阪府障がい者就労サ

ポート事業 

 

 

 

 

 

④障がい者テレワーク 

推進事業 

 

 

 

⑤障がい者ＩＴ就労支援

事業 

 

 

⑥大阪府ＩＴステーショ

ン関係事業 

 

 

 

 

 

 

⑦大阪府チャレンジ雇用

推進事業 

 

 

⑧障がい者就労・生活 

支援の拠点づくり推進

事業 

 

 

⑨工賃倍増計画推進事業 

 

 

900万円
0円
0円

6,896万 5千円
7,681万 6千円
7,681万 6千円

4,085万 2千円
4,055万 9千円
3,750万 9千円

1,350万円
1,500万円
1,500万円

1億 2,347万円
1億 2,785万 1千円
1億 1,147万 6千円

2,104万 1千円
1,524万 9千円
1,524万 9千円

1億 2,272万 4千円
9,522万円
9,522万円

6,847万 1千円
9,408万 7千円
9,408万 7千円

 

 

障がい者の自立と社会参加を促進するため、

事業趣旨に賛同する企業等の支援プロジェクト

からの寄附金を活用して、障がい者の有する創

造性豊かな芸術的才能に着目し、その作品を現

代アートとして評価することと併せて、これを

マーケットに繋げ、その収益を作者である障が

い者に還元できるシステム構築を検討。 

【３２ページ主要事業１０参照】

 

障がい者の実習・雇用先企業の開拓と併せ、

授産施設等に入通所する障がい者、大阪府ＩＴ

ステーション等でＩＴ関係の職業訓練を修了し

た障がい者に対し、個々人ごとに支援計画を策

定し、職場開拓から職場定着に至る支援を行い、

障がい者の就労を促進。 

 

  障がい者のテレワーク就労を推進するため、

就労支援コーディネーター等による仕事の確保

を図りながら、大阪府ＩＴステーション及び在

宅における実地のテレワーク訓練等を実施。 

 

庁内各室・課で実施予定のＩＴ関連業務を、

大阪府ＩＴステーションに委託することによ

り、障がい者テレワーカーの在宅就労を支援。 

 

障がい者を含めた誰もがＩＴを主体的に利用

でき、個々の能力を最大限に発揮するための情

報と通信技術のサポート拠点となる大阪府ＩＴ

ステーションの運営と、障がい者のデジタルデ

バイド（情報格差）を解消するためのＩＴ利用

相談、ＩＴ講習、ＩＴサポーターの育成支援等

を実施。 

 

公務労働内における障がい者の雇用・就労機

会の創出を図るため、知的障がい者等のチャレ

ンジ雇用を実施。 

 

生活支援等を必要とする知的障がい者等が就

労できるよう、就労面及び生活面での総合的な

支援に向けた取組を進め、障害者就業・生活支

援センターに、生活支援ワーカー２名を配置。 

 

施設で働く障がい者の工賃アップを図るた

め、施設と企業とのパイプ役となるスーパーバ

イザー等を配置し、授産製品の販売先となる企

業等にアプローチすることで、企業のニーズ調

査・市場開拓・ブランド商品開発等を総合的に

実施。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

(3)入所施設・病院から 

地域生活への移行、 

地域生活の充実を支援

します 

①障がい者自立相談支援

センターの運営 

 

 

 

 

 

 

②精神障がい者地域生活

移行・自立生活サポー

ト事業 

 

 

 

 

③地域移行支援センター

事業 

 

 

 

 

④地域生活支援事業市町

村推進事業 

 

 

 

⑤重度障がい者訪問看護

利用料助成事業 

 

 

⑥重度障がい者等住宅改

造助成事業 

 

 

⑦発達障がい者支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

2,033万 9千円
2,005万 4千円
2,005万 4千円

9,607万 7千円
1億  113万 4千円

9,092万円

8,970万円
2億  700万円
1億 1,500万円

2,970万円
6,600万円
6,600万円

4,839万 6千円
4,541万 4千円
4,874万 6千円

6,381万 4千円
6,717万 2千円
6,717万 2千円

5,795万 1千円
1億  323万円
9,837万 3千円

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい特性に応じた総合的な相談支援を実

施。 

ア 地域生活支援（地域生活への移行支援・継続

支援）。 

イ 障がい者ケアマネジメントの推進。 

ウ 新たなニーズに対する支援プログラムの開発

支援及び普及啓発。 

 

精神障がい者に係る地域活動支援センター等

にケアマネジメント従事者を配置し、自立支援

員等と連携しながら社会的入院を継続している

精神障がい者に対し、体験宿泊支援や小規模通

所授産施設等への通所支援などを通して、地域

生活への移行と退院後の自立生活を支援。 

 

地域移行支援センターを設置し、グループホ

ームの立上げ支援、日中活動の場の調整等を行

う社会福祉法人等に対して助成することによ

り、障がい者の施設から地域への移行と地域で

の生活の継続を支援。 

 

市町村地域生活支援事業における移動支援事

業及び日常生活用具給付等事業の利用者負担に

ついて、軽減措置を講じている市町村に対し助

成。 

 

重度障がい者（児）の在宅医療を推進し、訪

問看護制度の利用を促進するため、利用料を軽

減する市町村に対し助成。 

 

重度障がい者等が、住宅を安全かつ利便性に

優れたものに改造するための費用を負担する市

町村に対し助成。 

 

発達障がいの診断や療育を実施する拠点施設

の府内展開を図るとともに、相談･診断・療育の

ためのシステムの構築を行い、発達障がい児(者)

とその家族を支援。 

ア 支援体制整備検討委員会の運営。 

イ 医師・施設関係者等の発達障がい児(者)の支援

のための研修委託。 

ウ 発達障がい療育等支援のための事業委託。 

エ 成人期支援プログラム普及促進事業の実施。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

⑧【重点】【新】発達障が

い児地域療育システム

整備事業 

【再掲：安心こども基

金活用事業】（再掲） 

 

⑨【重点】【新】医療的ケ

アが必要な障がい児等

地域生活支援システム

整備事業 

【再掲：安心こども基

金活用事業】（再掲） 

 

⑩障がい者医療・リハビ

リテーションセンター

の運営 

 （一部再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)居住や日中活動の場

など生活基盤の整備・

充実を推進します 

①砂川厚生福祉センター

運営費 

 

 

②砂川厚生福祉センター

再編整備の推進 

 

 

1,540万 2千円
0円
0円

1,400万円
0円
0円

5億 5,409万 4千円
4億 4,816万 8千円
4億 4,816万 8千円

1億 6,475万 3千円
1億 5,070万 3千円
1億 4,279万 6千円

2,033万 9千円
2,005万 4千円
2,005万 4千円

2億  426万 2千円
1億 9,645万 8千円
1億 7,937万 6千円

1億  720万 7千円
2億 6,798万 8千円

1億 9,118万円

 

発達障がいの早期発見、早期療育を図るため、

身近な市町村において専門的な療育の場を確保

し、発達支援並びに保護者支援を推進。 

【２９ページ主要事業７参照】

 

 

医療的ケアが必要な障がい児の地域生活の維

持・継続並びに介護家族のレスパイトのため、

医療と福祉の連携のもと、訪問看護やホームヘ

ルプサービス、ショートステイ等を一体的に提

供する体制を整備。 

【３０ページ主要事業８参照】

 

大阪府立急性期・総合医療センターに隣接す

る「障がい者医療・リハビリテーションセンタ

ー」において、治療の当初から地域生活への移

行までの一貫したリハビリテーションを実施。 

ア 障がい者医療・リハビリテーション医療部門 

大阪府立急性期・総合医療センターの障がい

者医療・リハビリテーション医療部門において、

障がい者に対する医療やリハビリテーション医

療を実施。 

イ 障がい者自立センター 

 障がい者の社会生活力を高めるため、身体機

能や生活能力向上のための支援プログラムの実

施（自立訓練、施設入所支援）。 

ウ 障がい者自立相談支援センター 

障がい者の相談支援に関する広域的・専門的

助言及び人材育成を通じて、障がい者ケアマネ

ジメントを総合的に推進し、地域生活を支援（地

域生活への移行支援・継続支援）。 

 

 

 

 

知的障がい者が地域社会で自立した生活を送

れるよう必要な支援を行う施設を運営。 

 

 

砂川厚生福祉センター再編整備計画に基づ

き、必要な改修工事等を実施。 

ア 強度行動障がい者支援棟(いぶき)の改修工事

及び初度備品の購入。 

イ 老朽化した設備の更新等、所要の改修工事を

実施。 

ウ 利用者の地域生活移行に向けた更なる取組の

強化。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

③金剛コロニー運営費 

 

 

 

 

④障がい者自立センター

の運営（再掲） 

 

 

⑤障がい支援施設の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥障がい者就労訓練設備

等整備事業 

 

 

 

 

 

⑦小規模通所授産施設運

営費等助成費 

 

 

 

⑧小規模通所授産施設機

能強化支援事業 

 

 

⑨障がい者福祉作業所 

運営助成費 

 

 

 

 

8億 1,639万 5千円
11億 4,223万円

10億 5,897万 3千円

1億 6,475万 3千円
1億 5,070万 3千円
1億 4,279万 6千円

5億 5,509万 3千円
4億 9,335万 2千円
4億 5,691万 9千円

1億 5,375万円
1億 5,750万円
6,497万 8千円

5億 8,130万円
9億 1,960万円

6億 4,902万 5千円

4,212万円
1億 1,856万円
4,516万 3千円

2億 5,475万円
4億 4,950万円
2億 5,150万円

知的障がい児・者を、共同生活の中で、それ

ぞれの障がいの程度に応じて、自立に必要な知

識・技能の習得や能力の伸長するための指導・

訓練等を実施する施設を運営。 

 

障がい者の社会生活力を高めるため、身体機

能や生活能力向上のための支援プログラムの実

施（自立訓練、施設入所支援）。 

 

ア 社会福祉法人等が行う障がい支援施設の整備

に対し助成。 

・多機能型施設等の整備 

創設等３施設 

イ 入所施設からの地域移行等を促進するため、

重度障がい者の住居を確保できるようケアホー

ム等の新たな建設やバリアフリー化等の改修工

事費（社会福祉法人等の自己所有物件）に対し

て助成。 

 

障がい者援護施設等が、障害者自立支援法に

基づく就労継続支援等新サービスへの円滑な移

行を図るため、移行の際に必要となる設備整備

等（備品）やケアホーム等のバリアフリー化等

の改修工事費（ＮＰО法人等の賃貸物件）に対

し助成。 

 

小規模通所授産施設の運営基盤の安定化及び

利用者処遇の向上のため、運営助成を行ってい

る市町村に対し助成（施設数：81 箇所、

内訳：身体９、知的 30、精神 42）。 

   

授産機能の向上と授産活動の活性化を図るた

め、販路先開拓や授産事業に専任で取り組む「授

産事業開拓員」を配置する施設を支援。 

 

福祉作業所に運営助成を行っている市町村に

対し助成。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

⑩障がい福祉施設機能 

強化推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．高齢者福祉の推進に

ついて 

(1)介護保険制度などを

計画的に推進します 

①地域支援事業交付金 

事業 

 

 

 

 

 

②街かどデイハウス支援

事業 

 

 

 

 

③「アクティブシニアが

あふれる大阪」構想 

事業 

 

 

④【新】訪問看護支援 

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

4億 2,657万 6千円
4億 8,744万 6千円
4億 2,742万 1千円

24億 6,817万 4千円
23億 7,352万 5千円
22億 5,227万 5千円

1億 6,060万 6千円
1億 8,625万 4千円
1億 4,668万 3千円

217万 9千円
247万円
247万円

1,400万 7千円
0円
0円

 

ア 授産施設等機能強化支援事業 

授産活動の活性化を図るため、販売促進等の

専任職員である「事業開拓員」の配置や職員数

が一定以下であって、生活支援等のサービスを

提供する施設に対し、職員の配置を支援。 

イ 入所者サービス向上支援 

  入所者のサービス向上のための専門スタッフ

を配置する施設を支援。 

ウ 施設機能強化推進費加算事業 

  重症心身障がい児の処遇向上及び、保険外診

療に要する経費を支援。 

 

 

 

 

 

介護保険制度において、要支援・要介護状態

になる前からの介護予防の推進、地域における

包括的・継続的なマネジメント機能を強化する

観点から創設された「地域支援事業」（介護予防

事業、包括的支援事業、任意事業）の実施に必

要な経費の一部を市町村に交付。 

 

介護保険制度下で自立の高齢者等に対する介

護予防を図るとともに、地域住民の福祉活動の

推進を図る観点から、住民参加による柔軟でき

め細かなサービスを提供する住民参加型非営利

活動団体等を支援する市町村に対し助成。 

 

高齢者急増期を迎えて、団塊世代を中心とした

シニア人材の発掘、より意欲的な「アクティブ

シニア」を養成し、地域社会を支えるシニア人

材を活かす事業を推進。 

 

高齢化の進展に伴い、要支援・要介護者の増

加により、在宅療養者の増加も見込まれる中、

訪問看護サービスの安定的な提供体制を整備す

るため、以下の取組みを実施。 

ア 訪問看護推進協議会の設置 

  訪問看護サービスの安定的な供給に寄与する

ため、広域対応訪問看護ネットワークセンター

事業の企画、調整を行うための協議会を設置。 

イ 広域対応訪問看護ネットワークセンター事業 

  訪問看護の安定的供給を図るため、訪問看護

事業所の業務を集約化・効率化するネットワー

ク体制を整備。 

【３３ページ主要事業１１参照】
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

⑤高齢者介護予防・地域

リハビリテーション 

推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥高齢者虐待対応推進 

事業 

 

 

 

 

⑦【新】高齢者等の地域

ケア推進事業 

 

 

3,737万 6千円
4,330万 1千円
4,132万 8千円

884万 1千円
1,033万 4千円

944万 5千円

600万円
0円
0円

 

高齢者の状態に応じた適切な介護予防及び地

域リハビリテーション並びに認知症対策を推

進。 

ア 介護予防市町村支援事業 

市町村における効果的な介護予防関連事業の

実施を支援。 

イ 地域包括ケア連携推進事業 

ガイドラインを活用した医療介護連携の推進

及び在宅で生活する認知症高齢者とその家族を

支援するための取組の実施。 

ウ 地域包括支援センター職員等研修事業 

地域包括支援センター職員のスキルアップ、

人材育成を通じた市町村支援を実施。 

 

高齢者虐待防止の啓発を進めるとともに、市

町村・地域包括支援センター職員が高齢者虐待

防止に的確に対応できるよう、人材育成や困難

事例に関する専門相談窓口の設置などを行う市

町村を支援。 

 

  ひとり暮らし高齢者等、援護を要する人々の

入居率が高い府営住宅において、空き部屋、集

会所等公的ストックを有効に活用し、地域包括

支援センター、ＣＳＷ（コミュニティソーシャ

ルワーカー）と連携しながら、生活に関する相

談や高齢者等のニーズに即したサービスを提供

する住民の主体的な取組みを助成。 

本事業により得られた地域の様々な課題に対

する解決の手法や施策例を示すことにより、市

町村の地域ケア推進に係る取組みを支援。 

【３４ページ主要事業１２参照】
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

(2)高齢者福祉施設の計

画的な整備等を実施

します 

①老人福祉施設等整備 

助成事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護基盤緊急整備等 

臨時特例基金事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．福祉基盤整備の推進

について 

(1)福祉人材の確保・定着

を推進します 

①介護職員処遇改善等 

臨時特例基金事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17億 6,857万 1千円
22億 7,390万 3千円
14億  248万 8千円

88億  916万 3千円
0円

2億 3,246万 5千円

151億  648万 4千円
0円

37億 6,825万 4千円

 

 

 

 

社会福祉法人等が行う老人福祉施設等の整備

に対して助成。 

ア 特別養護老人ホームの整備 

創設３施設、改築１施設 

イ 養護老人ホームの整備 

改築２施設 

ウ 介護老人保健施設の整備 

創設４施設 

エ 大規模改修 

 

  平成 21年度国補正により、都道府県に交付

される交付金を活用して基金を造成し、23年度

末まで事業を実施。 

ア 介護基盤の緊急整備特別対策事業 

地域密着型介護老人福祉施設その他の小規模

な介護施設等に係る既存の市町村交付金を拡充

することにより、施設整備目標量達成のスピー

ドアップ等を図るための助成。 

イ 既存施設のスプリンクラー整備特別対策事業 

消防法施行令の改正によりスプリンクラーの

設置が義務付けられた施設など、既存の市町村

交付金で対象外のものについて助成。 

 

 

 

 

 

平成 21年度国補正により、都道府県に交付

される交付金を活用して基金を積み増し、23年

度末まで事業を実施。 

ア 介護職員処遇改善交付金事業 

  介護職員の処遇改善に取り組む事業者に対し

て助成。 

イ 施設開設準備経費助成特別対策事業 

  特別養護老人ホーム等の開設準備経費に対す

る助成。 

ウ 定期借地権利用による整備促進特別対策事業 

  施設用地への定期借地権設定時の一時金に対

する助成。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

②福祉・介護人材確保 

緊急支援事業 

【再掲：障がい者自立支

援対策臨時特例基金事

業】 

 

 

4億 1,818万 1千円
3億 4,819万 7千円

3億 2,430万円

 

ア 進路選択学生等支援事業 

福祉・介護の仕事の選択を促すために、介護

福祉士等養成施設に専門員を配置し、中高生・

教員等に対し仕事の魅力を伝えるとともに、相

談・助言等を行う取組に対し助成。 

イ 潜在的有資格者等養成支援事業 

介護福祉士等の潜在的有資格者や高齢者等に

対し、福祉・介護従事者として再就業や、新た

な参入を促進するための実践的な研修の実施に

対し助成。 

ウ 複数事業所連携事業 

単独では人材の確保・定着に取り組むことが

困難な複数の事業所等が、ネットワークを形成

し、共同で実施する求人活動や職員研修等を支

援。 

エ 職場体験事業 

福祉・介護の仕事に関心を有する者に対し、

職場を体験する機会を提供することにより、新

たな人材の参入を促進。 

オ 福祉・介護人材マッチング支援事業 

大阪府福祉人材センターにキャリア支援専門

員を配置し、求職側には個々の求職者にふさわ

しい職場紹介を行い、求人側には働きやすい職

場づくりに向けた指導・助言等を行うことによ

り安定した福祉・介護人材の確保・定着を支援。

カ キャリア形成事業所支援事業 

介護福祉士等養成施設の教員等が個々の事業

所のニーズにあった研修計画の策定支援や研修

主任の養成及び講師として施設内研修を行うこ

とにより職員のキャリアアップや資質の向上を

図り、職場定着を支援。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

(2)生活困窮者の自立を

支援します 

①【新】緊急雇用創出 

事 業 臨 時 特 例 基 金 

事業（住まい対策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)医療保険制度の安定

的な運営を支援します 

①国民健康保険制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

66億 4,300万円
0円
0円

405億 9,440万円
360億 4,860万円
372億 8,494万円

281億 1,408万 1千円
263億 1,264万 8千円
287億 6,679万 6千円

59億 1,006万 1千円
53億 7,623万 5千円
53億 7,623万 5千円

 

 

 

 

平成 21年国補正により、「住まい対策」のた

めに都道府県に交付される交付金を活用して基

金を積み増し、22年度末まで事業を実施。 

ア 住宅手当緊急特別措置事業 

 離職して住居を失った求職者等に対して、「住

宅手当」を条件付で最長9ヶ月間給付しながら

再就職に向けての支援を行う市町に対し助成。

イ 生活保護受給者就労支援事業 

  生活保護受給者に対する就労支援体制の充実

を図るため、就労支援員等を大阪府下全福祉事

務所に増員配置する市町に対し助成。 

ウ ホームレス対策推進事業 

  ホームレス及びホームレスとなるおそれのあ

る者に対し、ホームレス総合相談推進事業、自

立支援事業、緊急一時宿泊事業等の自立支援施

策を大阪市及び府と府内市町村がブロック毎に

共同で実施。 

エ 生活福祉資金貸付事業相談体制充実事業 

  生活福祉資金貸付事業において、市町村社会

福祉協議会に相談員を配置。 

【３５ページ主要事業１３参照】

 

 

 

 

 

「国民健康保険法」に基づき支援。 

ア 財政調整交付金 

平成 17 年度の三位一体改革に伴い、新たな

負担が導入され、保険給付費等の７％相当を支

援。 

イ 基盤安定事業負担金 

保険料負担が難しい低所得者に行う保険料軽

減措置に対する支援（3/4負担）。 

 

ウ 高額医療費負担金 

高額な医療費の発生による財政への急激な影

響を緩和するため、１件当たり 80 万円を超え

る部分について支援（1/4負担）。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

②【一部新】後期高齢者

医療制度 

 

 

 

604億 4,032万円
566億 5,105万 6千円
560億 6,026万 1千円

104億  786万 8千円
104億 2,094万 7千円

92億 8,672万円

22億 2,337万 4千円
16億 6,885万 7千円
23億 6,464万 7千円

120億 6,899万 9千円
18億 8,686万 9千円
18億 8,345万 7千円

 

「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づ

き支援。 

ア 医療給付費負担金（1/12負担） 

 

 

 

イ 保険基盤安定事業負担金 

保険料負担が難しい低所得者に行う保険料軽減

措置に対する支援（3/4負担）。 

 

ウ 高額医療費負担金 

高額な医療費の発生による財政への急激な影

響を緩和するため、１件当たり 80 万円を超え

る部分について支援（1/4負担）。 

エ 財政安定化基金設置運営費【一部新】 

・後期高齢者医療制度の財政安定化に資する

ため、府に設置している基金に拠出（1/3

負担）し、予期せぬ給付費の増加等に対応。

（下記参考② 21.7 億円） 

・大阪府後期高齢者医療広域連合から、平成

22・23 年度保険料設定にあたり、医療費

の増大等による保険料上昇を５％程度に抑

えたいとの要請に応え、府として新たに

11.2 億円を積増した上で、65.4 億円取崩

し（予定）、広域連合に対し交付。 

（下記参考③＋⑤ 99.0 億円） 

【３６ページ主要事業１４参照】

 

※参 考         （単位：億円） 

 

②＋③＋⑤＝120.7 億円 

 

 金額 （うち府負担）

①H20・21年度 

積立額 
37.6 （12.5）

②H22年度 

基本ルールによる

積立額 

21.7 ⑥（7.2）

③保険料抑制（上昇

率５％）のための

積増額 

33.6 ⑦（11.2）

④H22年度末 

基金残高（予定） 

（①＋②＋③） 

92.9 
（30.9）

⑥＋⑦（18.4）

⑤上記④のうち 

取崩可能額 65.4 

 
（給付増リスク対応分 27.4） 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

③【一部新】医療費適正

化の推進 

 

 

 11億 2,178万 1千円
14億 6,473万 6千円
9億 7,440万 3千円

563万 3千円
56万円
56万円

93万 1千円
77万 5千円
77万 5千円

 

 

「大阪府医療費適正化計画」（H20策定）に

基づき、国民皆保険制度を将来にわたり持続可

能なものとするため、生活習慣病予防対策など

を着実に推進。 

ア 特定健診・特定保健指導事業 

国保保険者が行う生活習慣病に関する健康診

査等に対して支援（1/3負担）。 

 

イ 医療費適正化推進事業【一部新】 

府内の各医療保険者と連携し、地域単位での

医療費分析（受療動向・疾病状況等）を行い、

健康づくりに向けた行動変容プログラムを開発

し、府保健所に設置している「地域・職域連携

推進協議会」において市町村・地区医師会等が

協力し、健康づくり等を推進することにより、

医療費の伸びを抑制。 

また、医療機関に対して公費負担と医療費助

成の優先順位の正確な認識を促すことにより、

医療費助成額を適正化。 

ウ 「医療費適正化計画推進検討会」運営事業 

大阪府医療費適正化計画の実施状況を PDCA

方式により検証し、着実に推進。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

(4)その他 

①福祉医療費助成制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地域福祉・子育て支援

交付金 

 （再掲） 

 

④【新】地域福祉・子育

て支援交付金「子育て

支援分野特別枠」 

（再掲） 

 

 

 

70億 4,332万 2千円
73億  265万 1千円
75億 5,285万 4千円

62億 4,816万 8千円
69億  223万 6千円
66億 5,950万 7千円

33億 7,949万 3千円
34億  318万 9千円
33億 1,495万 3千円

36億 5,042万 6千円
36億 5,773万 9千円
37億  155万 2千円

9,495万 8千円
1億  165万 2千円
1億  415万 3千円

20億 7,300万円
20億 7,300万円
20億 7,300万円

 

3億 22万 1千円
0円
0円

 

 

重度障がい者(児)、ひとり親家庭、乳幼児等の

医療費を助成する市町村を支援（1/2補助）し、

対象者の医療のセーフティーネットを確保。 

ア 老人医療費助成事業 

 65 歳以上の重度障がい者等を対象に実施。 

 

 

イ 身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事

業 

１・２級の身障手帳所持者、重度の知的障が

い者等を対象に実施。 

※参 考 

・老人等医療費波及分補助金の終了 

平成 16 年に見直しを行った老人医療費

助成の経過措置期間（H21年 10月まで）の

終了等によるもの。 

（H21年度当初予算額 約 10.5 億円） 

ウ ひとり親家庭医療費助成事業 

18 歳年度末までの子と親又は養育者を対象

に実施。 

 

エ 乳幼児医療費助成事業 

入院・就学前、通院・3歳未満を対象に実施。

※ただし、市町村単独分による小学校就学前

までのカバー率 94％（通院） 

オ 乳幼児入院時食事療養費助成事業 

就学前児童（障がい児等含む）を対象に実施。

 

 

地域福祉又は子育て支援分野において、市町

村が地域の実情に沿って事業を実施できるよ

う、交付金を交付。 

 

「こども未来プラン後期計画」や「市町村次

世代育成支援行動計画（後期計画）」の目標達成

に向け、市町村の新たな事業展開をさらに支援

するため、地域福祉・子育て支援交付金に別途、

「子育て支援分野特別枠」を創設し、市町村に

交付。 

【２３ページ主要事業１参照】
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

⑤大阪後見支援センター

運営事業 

 

 

 

 

⑥【新】地域生活定着 

支援センター事業 

 

 

 

 

 

 

⑦【新】居宅サービス事

業者等指定等業務委託

事業 

 

⑧軽費老人ホーム事務費

補助金 

 

 

 

 

1億 9,392万 1千円
2億  178万 1千円
2億  375万 8千円

850万円
0円
0円

3,541万 5千円
0円
0円

26億 6,707万 1千円
26億 2,731万 1千円
26億 2,087万 9千円

 

 

自己の判断のみでは意思決定に支障のある認

知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等に

福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理など

を行う「日常生活自立支援事業」等を実施する

大阪後見支援センターの運営に対し助成。 

 

高齢者や障がい者で、福祉的な支援を必要と

する刑務所等出所予定者について、出所後、福

祉サービス等につなぐための準備を保護観察所

と協働して進め、刑務所出所者等の社会復帰を

支援するための地域生活定着支援センターを設

置。 

【３７ページ主要事業１５参照】

 

業務の質の維持、向上を図るため、居宅サー

ビス事業者及び障がい福祉サービス事業者等の

指定業務の一部を民間事業者に委託。（平成 22

年 10月業務委託開始） 

 

社会福祉法人が設置する軽費老人ホームに対

し、事務費の一部を助成。 
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福祉部 平成２１年度２月補正予算案の概要 
 

 
担 当：福祉総務課 予算グループ 

担当者：西村・佐田 

内 線：２４４６ 

直 通：６９４４－６６５８ 
 
 
 

平成２１年度 

２月補正予算額 
 201億 4,380万 1千円

平成２１年度 

現計予算額 
4,360億 9,446万 8千円一 般 会 計 

平成２１年度 

最終予算額 
4,562億 3,826万 9千円

 
 

 

〔 一 般 会 計 〕 
上段 今 回 補 正 

中段 平成 2１現計 

下段 平成 2１最終 

事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

１．子育ち・子育て 

(1)社会全体で子育てを

支援します。 

①安心こども基金事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30億 7,589万 6千円
100億 5,666万 8千円
131億 3,256万 4千円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 21年度国補正により、国から追加交付

される「子育て支援対策臨時特例交付金」を活

用して、安心こども基金の積み増しを実施。 
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事  業  名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

２．自立を求める人、援

護を要する人への支援 

(1)セーフティネットの

構築 

①【一部新】緊急雇用創

出事業臨時特例基金事

業（住まい対策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66億 4,338万 3千円
0円

66億 4,338万 3千円
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 21年度国補正により、「住まい対策」の

ため都道府県に交付される交付金を活用して、

大阪府緊急雇用創出事業臨時特例基金の積み増

しを実施。 

・ただし、平成21年度については当該事業  

資金の確保のみとし、平成22年度から事  

業実施。 

 ・セーフティネット支援対策等事業費から当 

該基金への財源の変更とともに事業の拡充 

が図られたもの。 

ア 住宅手当緊急特別措置事業 

 離職して住居を失った求職者等に対して、「住

宅手当」を条件付で最長9ヶ月間給付しながら

再就職に向けての支援を行う市町に対し助成。

 

イ 生活保護受給者就労支援事業 

  生活保護受給者に対する就労支援体制の充実

を図るため、就労支援員等を大阪府下全福祉事

務所に増員配置する市町に対し助成。 

ウ ホームレス対策推進事業 

  ホームレス及びホームレスとなるおそれのあ

る者に対し、ホームレス総合相談推進事業、自

立支援事業、緊急一時宿泊事業等の自立支援施

策を大阪市及び府と府内市町村がブロック毎に

共同で実施。 

エ 生活福祉資金貸付事業相談体制充実事業 

  生活福祉資金貸付事業において、市町村社会

福祉協議会に相談員を配置。 

【３５ページ主要事業１３参照】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


